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木造住宅の耐震診断法簡略化に関する研究(その 1) 
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A Study on Simplified Seismic Resistance Evaluation Method for Wooden Houses 
(Part. 1) 
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はじめに
木造住吉の耐震性を判断するための手法は，乙れまで
に少なからず提案されているがJ大別すればっきJの2つ
に分頬されると思われる。すなわち， 1つは専門の建築
技術者が実施する乙とを前提とした耐震精宿診断法lト3)
であり，他の lつは建築知識をもたない一般の人々を対
1)-1) 象として，前者をある程度簡易化したものである。
ζの簡易耐震診断法は.主として居住者自身が我が米
の耐震伎を評価し.専門家による精密診断の必要性の有
無を，判断するために身案された。しかしながら.簡易化
されたとはいえ.診断の手I1頂の中では壁ti算定のため l
階の平l厨凶を描くととが要求され，乙の点が実胞に当っ
て障害となる乙とが多い。つまり，居住者が援の位置，
長さを明示した平面図を筋く乙とは予怨以上lζ聖堂しい乙
とかI明らかとなっているfさらに，いわゆる油売住宅の
場合，居住者は一般にそのil設過程をDi認できないため，
筋違の有無についても回答が困難となる。乙のようκい
くつかの問題点を有しながらも.簡易耐震診断法は例え
ば地箆発生予知lζ伴い，短期間に大訟の住宅を対象とし
て精密診断を要するか-áかの判断を行う必~Iζ迫られた
場合などにおいては.とくに利用価値のiflj~、ものKなる
と考えられる。
そ乙で.本研究では既往の簡易耐震診断法のチェック
項目について若干の考察を加えながら問題点を整理し，
より簡略化された耐震診断法確立のための基礎的検討を
1Tつ。
既往の簡易耐震診断法に対する検討
現在用いられている木造住宅の簡易耐箆診断法では，
一般に表 IK示すような各項目についてそれぞれ該当す
る範鴎を還択する ζとにより評点を得て.それらを掛け
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あわせて求めた総合評点から判定を行っている;ド3)
表 lの項目のうち，壁のl1は居住者自身が他物1階の
平面図を陥き，凶から得られたE夜間，桁行両方向の壁長
さの和のうち小さい方を l階床面積で除して算定する。
しかしながら.前述したようにtil築知識を持たない一般
の人々が壁の長さを意識しはがら平面図を摘く乙とはか
なり難しい作業となる。したがって，多くの場合，乙の
項目が回答不能になるか，不正確な情報しか得られない
ζとが考えられるが，壁量は第一義的tζ耐震要素K結び
っく 指標である乙とから，同項目を削除する乙とは適当
ではない。放に，簡略化』ζ当っては平面図を要求ぜすIC，
容易lζ回答しうる設聞に置換するなどして壁盆評価が可
能になるような工夫が必要である。
また，筋途の有無も居住者にとって判断しにくい項目
であるため，実質的な耐震効果の商から考えて，外観か
ら見分けのつく必礎形式で代仔させる乙とがイ常えられる。
つまり.コンクリ ート布越礎であれば，原則的1:アンカ
ーボルトKより上台と基礎とか緊給されており，必要政
低限の筋違を有すると考える。さらK.筋違があっても
コンクリート術基礎以外の基縫では.実質的な効果は期
待できないと与えて.コンクリート布基礎かその他の基
礎かで筋違の効裂を評価する ζととし.筋違の有無の項
円は削除する。
さらに，.& 1で地盤の良惑については， r良いJとiま
沼舘，硬い砂磯j函，砂平IJ混り地脳の煽合， r惑いJとは
軟い地盤の土地，低湿地，新しい寝立地.盛土地.佳端
地の場合， r普通Jとは「良b、J， r悪いJ以外の湯合
と定義し選択してもらう乙とになっている。しかしなが
ら.木造住宅の振動性状に大きな影響を与える表府付近
の地盤条件は地形学上の単位地形分頬を用いて推定する
ζとが充分可能である。そ乙で，地盤の良悪は居住者K
回答を求めなくても，2万5千分の l地形図や都市地盤
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表1 簡易耐震診断法の項目・評点例 図と市街図などを併用しながら耳IJ途判定する乙とができ
項 目
地 二ょJ1盤
a コンクリート布基礎
基 その他の基礎
礎
(石積 ・玉石など)
b 
屋綬Jyl1 
数階 平 屋 建
2 階 建
隅角のすべてがL型壁
壁 隅角の一部が一方壁
の 一隅が両方向とも開口
c 
配 一面が全面開口
置 二面が全面開口
連続2聞を超える関口
筋 筋かいあり
d か
b、 筋かいなし
壁率 0.08未満
0.08以上-0.14 11 
0.14 11 -0.19 11 
壁 0.19" -0.25 11 
の 0.25 11 - o. 30 11 
0.30 11 -0.35 11 
量
0.35 /1 -0.41" 
( 
e 見 0.41 11 - 0.46 11 
I)> 
0.46 /1 - O. 52 11 
け
の 0.52 / -O. 57 11 
壁 0.57 / -0.63 /1 
率
O. 63 11 - O. 68 / 、』ノ
0.68 / -0.74 11 
0.74 11 -0.79 11 
0.79 11 
老朽化していない
老
老朽化している
f 朽
基礎iζ亀裂が入ってい
る
度
腐ったり、シロアリに
食われている
評 点
良い普通悪い
1.2 1.0 o. 7 
o. 7 0.6 o. 5 
軽い 重い
1.3 1.0 
o. 7 0.6 
'1.2 
1.0 
0.9 
0.8 
0.7 
0.8 
1.5 
1.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 
1.2 
1.4 
1.6 
1.8 
2.0 
2.2 
2.4 
2.6 
2.8 
3.0 
1.0 
0.9 
0.9 
0.8 
( 2 ) 
る。
一方，その他の屋根葺材，階数，壁配置，老朽度の項
目は比較的容易IL判断しうると層、われる。このように考
えると.既往の簡易耐震診断法の簡略化において当面す
る最大の課題は，墜量評価をどのように行うかという乙
とであろう。
検討に使用した資料
これまで述べてきたように，本研究の目的は木造住宅
の耐震診断に当って，平面図を描かずに，容易に回答し
うる質問項目から墜量を算定する手法を提案する乙 とに
ある。しかしながら，壁量(平面図または実測により得
られる壁長さの和を 1階床面積で除したみかけの壁量お
よび壁の種類を考慮して得られる有効墜量)のみならず.
壁量に関係するであろう指標，たとえば建物用途，U!築
年代.階数などの資料をほぼ等価なレベルで収集する乙
とは多くの困難を伴う。
本研究の検討に用いた資料は静岡県，東京都，首都圏
(主として東京都，神奈川県)を対象とした総計 766練
IL関するもので，表2，ζ示す5種類の調査により得られ
fこ。
表2からわかるように.調査内容は必ずしも統一され
ているとはし、えないが，数少ない貴重な資料であるため，
多少の相互補完の工夫を加えながら使用することにする。
表2にもとつ、き，資料について概観するとつぎのように
なる。すなわち， 1階床面積， 1階壁長さ(みかけの壁
長さ)は調査全建物について既知である。また.建築年
度iとついてはNu2の資料のみ連続最でなく，昭和25年以
前，昭和26-40年，昭和41年以降の3種類の年代区分と
して与えられているため.乙の分類にもとづく建築年代
区分とすれば，全建物について統一的な表現で資料が活
用できる ζとlζなる。さらに.用途別区分としては専用
住宅，共悶住宅，庖舗併用住宅，農家の4種類i己分けら
れる。ただし，乙乙で農家の分類κ属するのは土間ある
いは作業用の板の間を有するような，いわゆる農家的な
造りの住宅である。
総数766糠iζ対して用途区分と建築年代区分とのクロ
ス集計を行うと表3のようになる。同表によれば，用途
区分では専用住宅が圧倒的に多く，建築年代区分では昭
和26-40年の分類K属する資料が少ない乙とがわかる。
また.共同住宅は全て昭和41年以降，および農家はその
ほとんど、が昭和25年以前に建てられたものであるという
建築年代の片寄りを生じている。とζろで， 1階居室数
は間仕切壁の量の多少と関連するため，耐震性の指標と
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表 2 資料の内訳
.~ 用途別棟数 建築年代別棟数 平面図調査
専問住宅 共住宅同
底舗調査地域・年度など
株数 併
用
静岡県の古民51家)調査
(S 183 63 
。1 
2 傍岡県での簡52易)耐7.A診断(S 199 169 
。19 
3 静岡県で・の調52査) (S 46 17 
。16 
4 東京都での有47効)墜率調査(S 131 75 56 
。
5 首都圏不(動S産59仲)介物作・壁率 207 200 。7 
ぷE泊3、 J十 766 524 56 53 
注)平面図有の場合、居室数は得られる (一部判別不能)。
して有効であると考えられるが.平面図がf!}られていな
い局合には不明である。そ乙で. 1階居室数が得られる
資料のみについて上記と問機のクロス集計を行う と表4
のようになる。
壁畳評価手法の簡略化
1. 1階霊長さと諸指標との関係
繰り返し述べてきたように現行の木道-住宅の簡易耐震
診断法における最大の障害は，建物の耐震性を規定する
重要要素である壁量を算定するためIL，一般の人 1々L1
階平函の作図を要求すると乙ろにあるといえる。そ乙で，
本研究では以下において容易に回答しうる指標を用いて
壁長さを求める方法について考えるが.その予備的検討
として l階鐙長さおよびそれと関連すると思われるいく
つかの指績との関係を概観する。
図1(aト(c)は建物用途，建築年代別の墜長さ Lwとl
階床面積A，の関係を最小自乗法により求めた回帰直線
である。図によれば. LwとA，との聞には周途別にや
や傾向は異なるが相関性がみられ，比較が可能な専用住
宅および広舗併用住宅では.建築年代か新しくなるにつ
れて同一面積における墜長さが大きくなっているととが
明らかである。 乙れは表5，ζ示すような，建築基準法施
行令第46条iζ規定される必要壁量の法改正lζ伴う時代的
変遷を反映したものと考えられる。表51Lよれば.屋根
聾材の種類および階数も墜長さIC関係する指療である乙
とがわかる。
用
途
用
途
( 3 ) 
農 S 26 の 壁の内訳
~ S 41 
家 S 25 S 40 ~ 行無
109 l剖 3 。fi 見か判け・有効とも明
1 53 47 99 有 筋判遂明行熊のみ
13 25 9 12 無 見かけのみ判明
。。。131 無 見か宇けIJ・有効とも明
。。。207 有 見かけのみ判明
133 258 59 449 
表3 資料のクロス集計
建築年代
-S 25 S26-40 
言十
S 41-
棟 線 棟 棟
専用住宅 105 50 369 524 
共同住宅 。 。 56 56 
庖舗併用 24 6 23 53 
良 家 129 3 133 
言十 258 59 449 
表4 資料のク ロス集計 (1 階居室数の判明分)
建築年代
2十
-S 25 S26-4O S 41-
専用住宅 練 練 棟 練78 3S 275 388 
庖舗併用 15 4 16 35 
農 家 105 。 106 
計 198 40 291 529 
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40 
"'" (t ，~ 
れ) - 511・l.-'.11・0.1111..1・0.16 ( a ) 
(11) 526-刊 :l.-1.13・1.94)1.，[.0.38301 
(111) 541 -:L.・10.帥・1.日M..r・0.10
20 ???
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図2 壁長と 1階居室数の関係
( 4 ) 
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表5 建築基準法施行令第46条による一階部分lζ必要な 表6 アイテム・カテゴリー
壁盃の規定の変.i:lii
軽い屋狼 重い屋根
施行年月
平家路 二階建 平家建 二階建
昭 25.11 8 12 12 16 
昭 34.12 12 21 15 24 
昭 56.6 11 29 15 33 
単位:c田/of
図2{aト{clは図!と同じく用途 ・年代別に壁長さ Lw
とl階居室数NRとの関係を示したものである。なお，
資料の平面図から居室数を求める場合，パス， トイレ.
玄関は数に入れず， リビング{Ll.ダイニング(DI. キ yチ
ン(KIについては.LDK は1部屋. K+LDはl部屋，
DK+Lは2部屋として数えた。また，併用{主宮のl苫舗
部分.農家の仮のlil.上問もそれぞれl部屋として算入
している。図2によれば，昭和25年以前の建物の直線の
傾きは各用途とも大差はなく .かっ他の年代との聞には
明らかな差を示す。
また，建物用途と ~，"t:長さの関係についていえば. 一般
に間仕切壁の少ないI~家および開口部を広くとるために
道路に面した部分の外壁が少なくなる庖舗併用住宅は，
専用住宅に比べて相対的に壁長さが小さいであろう ζと
は充分に考えられる。
2.数量化I類を用いた壁長さ推定法の提案
前節で考察したように.M長さ Lwはいく つかの指標
と関連を有すると考えられるため，乙乙ではそれらを説
明変量として数臼化.fl]j論lζもとづきしw算定式を求め若
干の検討を行う。今回は，目的変量(外的基潜)となる
みかけの壁長さ Lwが数ilで与えられ，説明変地の大部
分が質的変f訟である乙とから.数量化 i額の手法を適用
する乙とにした。表61<:アイテム ・カテゴリーの分類を
示す。
表 6 では，、I~面計画上の問題すなわち偏心，f1j面の一
体性lζ関連して墜配置のタイ プを指標として加えている
が a-eはそれぞれa (4隅壁あり). b (1 I羽壁な
し)， c (1面壁なし)， d (2隅壁なし)， e (2面
壁なし)K対応しており，文献 1)-3)を参考にして
決めた分類である。
表7は表61ζ示したアイ テム・カテゴリ ー相互間のク
ロス表であり， Nn 1 -25は表6のカテコ"')-Nnlζ対応し
ている。また. Lw 算定式の構成は緑終的に下記のよう
になった。
アイテム カテゴリー 備 考
1 0-400f F (屋線)
階 2 40-80 重:瓦資、カヤ、ワラ葺
A 床 3 80-120 軽:鉄仮、コロニアノレ葺
面 4 120-160 G (外壁配置タイプ)
積
5 160-
a口6 2以下一
階 7 3、4
B 居 8 5、6
b口室 9 7、8数
10 9以上
建 1 -S25 
c口C 築 12 S26-40 年
代 13 S41-
14 専用住宅
d 口用D 15 応舗併用途
16 Q 家
階 17 平家建
e口E 数 18 二 階建
屋 19 重
F 
線 20 経
墜
21 a 
配 22 b 
G 
位
23 タ c 
イ 24 d 
プ
25 e 
?
「? ? ? ? ? ? ? ? ?
?
??
?
，?
??? ? ? ? ? ? ? ?
』
?
?
「? ? ? ? ? ? ? ? ? ??? ? ???
??
?
? ?
??
????
??
?
?????
????????
」
? ????
、
?
?
??????
+ [詰401Jli2221J[2221E
+町;ijilG山
( 5 ) 
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表7 アイテム・カテゴリーのクロス表
No. 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 
36 。。。。34 2 。。。2 1 33 30 6 。1 35 14 22 29 4 2 。
2 o 255 。。。90 132 31 2 0127 17 211 237 7 II 44 211 187 68 201 40 5 5 4 
3 。o 121 。。3 24 77 17 01 69 17 35 75 13 33 79 42 101 20 74 27 13 6 l 
4 。。o 50 。。o 14 31 5142 l 71 16 6 28 39 11 47 31 25 20 。4 
5 。。。o 21 。1 7 12 19 。2 3 o 18 17 41 19 21 13 5 1 2 0 
6 34 90 3 。。127 。。。。5 1 121 120 7 。3 124 79 48 101 21 4 。
7 2 132 24 。 o 159 。。01 20 13 126 143 8 8 1 26 133 115 44 122 26 4 2 5 
8 o 31 77 14 。o 123 。01 68 20 35 77 1 35 92 31 105 18 83 22 9 8 
9 。2 17 31 7 。。o 57 0149 2 6 1 20 5 32 44 13 53 41 25 22 4 5 
10 。。。5 12 。。。o 17 17 。。 1 15 15 21 16 11 11 5 。l 。
11 2 27 69 42 19 5 20 68 49 17 159 。01 57 13 89 120 39 145 14 86 36 16 15 6 
12 1 17 17 。1 13 20 2 。o 36 o 131 4 1 1 20 16 30 61 20 12 3 。
13 33 211 35 7 2 121 126 35 6 。。o 288 273 15 01 40 248 193 95 236 48 2 2 0 
14 30 237 75 16 3 120 143 77 20 1 1 57 31 273 361 。01 89 272 266 95 277 71 4 5 4 
15 6 7 13 6 。7 8 1 5 11 13 4 15 o 32 o 110 22 18 14 13 8 8 2 
16 o 11 33 28 18 。8 35 32 15 89 。。o 90 81 91 84 61 52 17 9 10 2 
17 1 44 79 39 17 3 26 92 44 15 120 20 40 89 10 81 180 01160 20 108 45 13 12 2 
18 35 211 42 11 4 124 133 31 13 2139 16 248 272 22 9 o 303 208 95 234 51 8 5 5 
19 14 187 101 47 19 79 115 105 53 16 145 30 193 266 18 84 160 208 368 01249 78 18 16 7 
20 22 68 20 3 2 48 44 18 4 11 14 6 95 95 14 6 120 95 o 115 93 18 3 。
21 29 201 74 25 13 101 122 83 25 11 86 20 236 277 13 52 108 234 249 93 342 。。。。
22 4 40 27 20 5 21 26 22 22 51 36 12 48 71 8 17 45 51 78 18 o 96 。。。
23 2 5 13 。 4 4 9 4 01 16 3 2 4 8 91 13 81 18 3 。o 21 。。
24 。5 6 4 2 1 2 8 5 11 15 。2 5 2 10 12 51 16 。。o 17 0 
25 l 4 。。5 l 。6 。4 2 2 5 7 。。。。o 7 
表8 アイテム組合せと重相関係数
アイ テムの組合せ 重相関係数
A，B O. 401 
A， B， C O. 611 
A， B， C， D 0.668 
A，B，C，D，E 0.669 
A，B，C，D，E.F 0.670 
A. B， C， D， E， F，G 0.723 
数量化理論を応用するに当って.資料の片寄りに対す
る配慮やアイ テムとカテゴリーの選択は重要な問題であ
る。表6のアイ テムのうち，用途については前述したよ
うにとくに農家のほとんどが昭和25年以前の建物であり，
逆に専用住宅は昭和41年以降の新しい建物が多い特徴が
ある。放に，アイテム聞の相互相関係数によれば.用途
と建築年代との聞にやや高い依存性がみられるが，本来
両者は必ずしも高い相関性を有するものではないので，
今後の資料蓄積の過程で留意することとし今回はあえて
向アイテムとも採用した。また， (1式で表わした Lw算
定式の構成を決める作業の中では， 1階床面積と l階居
室数の2アイ テムのカテゴリー分類に当って試行錯誤を
行い，段通な区分を見出す努力をしている。数量化[類
の適用K際しては.表8K示すような6種類のアイ テム
組合せについて計算を実施し.アイテム数の増加lζ伴 つ
て0.401から0.723に至る重相関係数rの向上をみた。乙
のうち，最も高い rを示したA-Gの7アイテムの組合
(6 ) 
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12) 
考 察
一183-. 
の墜長さであり，令46条iとある軸組の種類別の倍率を考
慮した値ではない乙とに起因していると思われ.少なく
とも本研究の Lw算定式構成による限り，アイテムFは
必ずしも適当な説明変量とはいえないかもしれなし、。た
だし.アイテムFを除く ζとにより全体の軍縮関係数が
向上することはない。因みに.表9の偏相関係数の上位
4アイテム(1階床面積，壁配置タイフ¥用途，建築年
代)の組合せについて別に行った計算によれば，重相関
係数0.718の結果が得られた。
と乙ろで.12)式にまとめたカテゴリー値をみれば.各
アイテム内のカテゴリーの LwK対する影響度をおおよ
そ評価する乙とができる。まず，アイテムAは偏相関係
数からもわかるようにレンジが最も大きく 12)式の重要な
説明変量であるが，カテコリー区分とカテコリ←値の対
応も調和的である。アイテムBでは i9室以上JK対す
るカテゴリー値が急lζ7イナスに転じているが，これは
上記の計算結果を得た場合における.各アイテムの偏 とのカテコリーに属する資料のほとんどが昭和25年以前
相関係数は表9のようになった。表9は，各アイテムが の農家であり，多い部屋数にもかかわらず援が少ない平
Lw推定にとれだけ効いているかを知る目安を与えてく 面を有する乙とによると考えられる。乙の他.上で述べ
た理由KよりアイテムFがやや問題を含む以外は，カテ
表9 偏相関係数 ゴリー区分内容とカテゴリー値との関係は合理的な結集
となっている。なお.(2)式によるしw計算債と Lw観測
値との対応、をプロ y 卜すると図3のようになる。
アイテム 偏相関係数
A:一階床面積 0.605 
B 一階居室数 O. 138 
C :建 築年代 0.277 
D:周 途 0.338 
E:階 数 0.042 
F :屋 根 0.018 
G:壁配置タイプ 0.377 
まとめ
木造住宅の簡易耐震診断法における問題点について考
察を加え，最も重要でありながら回答が得られにくい壁
量を算出する手法の検討を行った。すなわち，従来のよ
うに居住者lζ1階平面図を箔く乙とを要求せず，容易fr
回答しうる項目を説明変量として目的変量のみかけの壁
長さを算定する式を数量化 I類にもとづき求めた。居住
者は，壁長さ算定式を構成する各項目(アイテム)のカ
れる。結果によれば，建物の規模を直接的に表わす l階 テゴリ ーの中から該当するものを選び，それらのカテゴ
床面積が壁長さと最も良い相闘を示す乙とは予想通りで リー値の和をとれば壁長さを概算するととができる。
あったが. 1階居室数の相関が低い(下位から三番目) ただし，乙の算定式も充分高い精度で得られたとはい
乙とはやや意外であった。 えず，また資料の片寄りから適用地域も自ずから限定さ
また，壁配置タイプは7アイテム中二番目に高い相関 れてしまう。さらに，得られた壁量を他の項目とどのよ
を示したが，墜配置タイプは前述したように，平面上の うK総合化させて耐震診断を行うかは全く未解決の問題
剛性分布との関連から耐震度判定lζ重要な指標であるた である。したがって，今後は他地域の資料収集lζ努めな
め，単に壁長さ推定の説明変量として用いるだけでなし がら乙れらの課題を解決し，実用的な簡易耐震診断法の
別途総合判定のための指標としても採用すべきと思われ 鍵案を目指したい。
る。一方，建築基準法胞行令第46条では建物 l階l乙必要 末尾ながら，本研究者手の糸口を与えて下さり.御指
な壁量を屋根葺材の重量と関連づけて規定しているにも 導.御鞭縫賜わった東京都立大学都市研究センター教授
かかわらず，アイテム F (屋根)が一番小さい偏相関係 望月利男侍士iζ深甚なる謝意を表する。
数を示している。乙れは.目的変量 Lwが単なるみかけ
( 7 ) 
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壁長さの綬測値と計算値の関係
の耐震診断，建築士と実務， Vol. 3， No. 1 ， 41-65 
(1980) 
4 )太田裕・鏡味洋史・藤林一久:世帯別耐震性診断調
査(2) 試行調査，川崎市の震災予防lζ関する調査報
告， 143 -170 (1982) 
Summary 
百lereare two ways to estimate the seismic resistance force of wooden houses. One is the c10se method for specialists， 
and the other is the simplified method for nonprofessiona1s (inhabitants). 
However， even in the simplified method， some difficu1ties remain. Especially， getting the sum of wal11engths (the 
fl!st floor of houses)， the most important factor to eva1uate the resistance force， isthe largest problem. 
Therefore， this paper studied a more convenient way to estimate the seismic resistance of wooden houses. As a 
result of this investigation， away for measuring the sum of wall1engths was obtained. 
(8 ) 
(昭和61年11月1日受理)
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